
－15－

体育・スポーツ教育研究（第21巻第１号）

趣　旨　説　明

九州大学　杉　山　佳　生

2020年３月の春期研修会で実施を予定していた
「フォーラム」の企画趣旨は，下記のとおりです。

� 一般体育を担当する教員は，アクティブ・ラー
ナーの育成，ダイバーシティ＆インクルージョン
理解，心理社会的スキルの教育といったものに関
する知識や，それぞれの大学の理念と教育を一致
させる技能が必要とされます。しかし，このよう
な知識・技能のまとまった教育の場は準備されて
おらず，教員個々人の経験に依存するところが大
きいのが現状です。
� 本フォーラムでは，「一般体育を担当する教員
を育成するための方法」について理論的な背景や
実際の授業実践について２名の講師に講演いただ
き，『一般体育担当教員に求められるもの』につ
いて討論していきます。

このようなテーマを設定した背景には，九州地区大
学体育連合の中から，「大学の一般体育を担当する教
員に，何らかの資格を付与したい」という要望が出て
いたということがあります。実際，2019年度の夏期研
修会において，「『教養体育』授業担当資格の認定に向
けて」というテーマでラウンドテーブル・ディスカッ
ションを行い，資格を付与することの重要性を議論し
ています。もちろん，資格制度の導入には，多くの
ハードルがあり，「すぐにできる」というものではあ
りません。そうはいっても，一般体育教育の更なる充
実を図るためには，少なくとも，一般体育を担当する
教員に必要とされる資質や技能（スキル）にはどのよ
うなものがあるのかを整理し，研修の内容等を決定す
る際の「指針」を策定しておくことが必要であると考
えます。その足がかりとなることを目指して，今回の
フォーラムを企画した次第でした。

このフォーラムは，残念ながら COVID-19の影響に
より，中止となった訳ですが，ご登壇をお願いしてい
た先生方が準備されていた報告内容には，一般体育の
担当者に是非とも理解しておいていただきたい事項が
多分に含まれており，できるだけ早くお伝えしたほう

がよいだろうということで，「誌上フォーラム」とい
う形で，公表することにいたしました。その先生方の
報告テーマは，以下のとおりです。

藤本敏彦先生（東北大学）
　　大学体育実技授業の改善と改革
須﨑康臣先生（島根大学）
　　�アクティブ・ラーナーを育成するための「自己

調整学習」の活用

具体的な内容は，企画趣旨でお示しした一般体育担
当教員に必要とされる４つの重要な知識・技能のう
ち，「アクティブ・ラーナーの育成」と「大学理念等
との関係」に焦点を当てて論考し，その上で，教育改
善にかかる提案をしていただくというものになってい
ます。これらについて，本来であれば，研修会という
場で，意見交換をしながら，理解を深めていきたいと
ころですが，今回は，やむをえず，「文字」での一方
向的な情報提供ということになりました。とはいえ，
一般体育担当教員のための研修会の体系化や資格制度
の整備のために，一層の議論が必要なテーマでもある
ことから，そう遠くないうちに，直接的なやりとりが
できる討議の場を設定したいと思いますので，実現し
た折には，皆様のご協力を賜れればと存じます。その
際には，今回は扱わなかった主要知識・技能（「ダイ
バーシティ＆インクルージョン」と「心理社会的スキ
ル教育」）を加え，また，新たな観点の可能性も検討
しながら，議論をしたいと考えているところです。
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１．はじめに
今回九州地区大学体育連合の春期研修会での講演を

ご依頼いただきましたが，残念ながら新型コロナウイ
ルスでの影響で中止となりました。しかしながら紙面
での発表の場をいただき，運営委員の皆様，会員の皆
様に心より感謝申し上げます。

さて私が春期研修会で報告を予定していた内容は，
大学体育の授業内容の改善が行われた後に必要とされ
る事象や問題点についてです。

大学の授業改善に関係する研修や会議が様々な機関
で行われるようになりました。大学体育実技の授業に
ついても同様です。しかしその授業の改善が必ずしも
大学体育の改革につながるとは限りません。今回はそ
の理由と改善策について述べさせていただきます。

２．なぜ授業の改善や改革が必要なのか
九州地区大学体育連合の皆様はすでにご承知のこと

と存じますが，少し整理するために簡単に述べさせ
ていただきます。改善や改革が必要な直接的な原因
は，体育実技を実施する大学が減少傾向にあること
です。つまりその存在意義が問われていることにあ
ります１），２）。川村　毅先生は1987年に論文の中で「大
学体育のレジャー化」を報告されています３）。今から
30年以上前にすでに危機感を感じて論文にされていた
ことにこの問題の根深さを感じます。それからしばら
くの間，その状態が続けられてきたことが今の体育実
技の実施率の減少につながっている可能性は否めませ
ん。本来であれば，大学運営執行部が体育実技の存在
意義を問う前に対応すべき課題であったというべきで
しょう。時間を取り戻すことはできませんが，さらに
放置することで体育実技の本質や価値が大学教育から
失われていくことを，教育的観点からも防ぐ必要があ
ると思われます。教育的損失を防ぐためにわれわれ教
育者は授業の減少・消滅という直接的な危機感から，
体育実技の価値を再認識することに観点を移す必要が
あると考えます。教員が授業の価値（何のために，ど
のように行うのか，効果など）を認識し，その上で実
施することが今以上に必要になると思われます。これ

が授業改善を必要とする大きな理由です。
しかし教員個人の授業が改善されたとしても，それ

が同僚の教員に広まり，組織として実施されるかどう
かはまた別の話です。草の根的に広まればそれに越し
たことはありません。ただ研修で得た「新しい授業方
法」は決して楽な授業ではなく，教員の負担が今より
も増す可能性もあります。例えば ICT などの活用は
教員によってはストレスとなります。また非常勤の先
生方への研修や対応も必要となり新たな負担になりま
す。評価方法も変えなければなりません。何より危機
感のない教員の固定的な概念の変化も求めなければな
りません。これらの課題を解決することは教員個人で
は大変難しいと思われ，場合によっては対立や孤立を
生むことも考えられます。ここで必要になるのが，教
員個人ではなく体育実技担当教員以外からの外力で
す。いわゆる大学運営執行部（ステイクホルダー）か
らの改革要請と支援，評価です。教員個人の粘り強い
授業改善は尊重されるべきですが，それで終わらせず
に学生の利益につながる組織的改革に発展させる必要
があります。

３．改革で起こりうる問題と対策
改革を行う前にそこで生じる問題を知ることも重要

になります。主たる問題点として「教員が改革の必要
性を認識しない・できない」，「必要性を無視する」，

「教員が体育実技の価値を見失っている」，「非常勤授
業の放置」などがあげられます。発言としては「そん
なことは私には関係ない」，「先生個人で頑張ってくだ
さい」，「私には私のやり方があるので，お互い干渉し
ないようにしましょう」，「非常勤の先生の授業に干渉
するのは失礼」などが聞かれることが予測されます。
大学の授業全体で「他の教員の授業には干渉しない」
とする考えを不文律としてきたことが起源です。改革
ではこの不文律に手をつけることが最大の課題となり
ます。

改革に対する否定的な意見は，一見教員間の利益を
守っているように見えるため，これまで反論が難しい
ものとなってきました。しかし近年の ICT や SNS の

大学体育実技授業の改善と改革

東北大学高度教養教育・学生支援機構　藤　本　敏　彦
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発展，大学執行部の運営理念や経済観念の変化など
で，授業運営のステークホルダーは教員だけでなく，
学生と大学運営執行部が加わりました。したがって改
革に否定的な意見を持つ教員には，外部（閉ざされた
教員会議以外）からの意見や要請を示すことでその必
要性や危機感を共有できるようになります。最も強力
なステークホルダーは大学運営執行部です。大学運
営・執行部が動き始めると一気に改革が進みます。つ
まり人事権や教員評価権限を持った組織が関わること
が重要です。

また学生さんの意見も大きな改革推進要因になりま
す。大学などで授業アンケートなどが行われていると
思います。しかしアンケートの内容が大学体育にふさ
わしくないことも散見されます。例えばレジャー的な
授業（放置型）の授業をすることで高評価されるアン
ケート形式もあります。レジャー化された授業は学生
側から見ると「楽に単位が取れる授業」と認識されて
います。そうすると授業評価は必然的に甘くなり高評
価となります。これは見かけ上の高評価であり，大学
体育の本質が評価されたものではありません。この見
かけ上の高評価は大学体育の改革を阻む要因になりま
す。解決策として各大学が行う授業アンケートだけで
なく大学体育独自のアンケートを行う必要もあると思
われます。アンケートに変わる大学体育の効果測定の
尺度なども開発され始めています４），５）。これらの独自
アンケートや尺度の結果を教員間で，また授業内容で
比較することで改革の起爆剤になると思われます。

４．改革の手順
改革に際し最初に行うべきことは，協力者となるス

テークホルダーを見つけることです。適任者は一般教
育や全学教育の担当理事，あるいは副学長以上の教員
です。大学によっては教育改革が本格化し，運営執行
部から改革要請が来て協力をしてくれる場合がありま
す。教員からの提案を歓迎してくれる場合もありま
す。そうした場合，教員の意識改革や授業改革案作成
などの委員会設置や予算措置がとられ，外部と内部の
意見を基に改革が迅速に行われます。改革意識のある
教員の努力が無駄にならない最も理想的なモデルと思
われます（図１）。この手順で改革を継続的に行って
いる大学に愛媛大学さんがあります。詳細は大学教育
学会誌にまとめられています６）。またこの改革の手順
はインストラクショナルデザインの ADDI モデルでも
説明されています７）。現在では PDCA サイクルとして
浸透しつつある概念で，授業改革が継続的に行われる

理想的な改革案と言えると思います。

別の方法として，授業を研究の場としても捉え，授
業効果を数値化して示し，大学運営執行部に発信する
方法があります（図２）。一般に大学体育実技はその
効果について発信力が弱いため，大学執行部はレ
ジャー時間あるいは学生のコミュニケーションの場と
して捉え，いざ経費的な問題が浮上すると一番の削減
対象になる傾向があります。体育実技のもつ教育効果
を研究し発信することで執行部の意識変え，改革につ
なげている事例があります。大阪工業大学さんでは体
育の授業の効果を研究し，その論文を大学運営執行部
へ発信し体育実技の授業の削減を防ぎさらに発展させ
ています８），９），10）。非常勤の先生方にも研究協力を仰
ぎ研究業績に結びつけています。大学運営執行部や担
当教員，学生さんすべてのステークホルダーに利益が
ある改革事例となっています。

教員が複数の学部・学科に所属している総合大学で
は最初の改革案が理想的であると思います。しかし現
状で大学運営執行部の方向性が固まり授業削減の方法
へ進んでいる場合は，後者の改革手順で教員側から改
革を要求する形になると思います。また単科大学のよ

図１　改革手順例

図２　改革手順例
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うに学生さんは多くても，教員が同じ部署に所属して
いる場合は後者の案が理想的と考えられます。

５．改革を放置することで起こる問題
今回のコロナ禍の教育への影響で見えてきたもの

は，高等教育を受ける学生さんの経済的基盤が必ずし
も万全ではないということです。政府や各大学，高等
教育機関は独自の対策をとっていますが，継続的な支
援としての方策を打ち出せずにいます。一方で ICT

を用いたオンラインの授業が，問題を露呈しながらも
可能なことが示されました。オンラインの授業の場
合，学生の経済的負担は大きく減らすことができま
す。家賃や交通費が基本的には必要がないからです。
ここで考える必要があるのは，対面授業の重要性は認
識しながらも，大学運営や学生の経済的負担の観点か
ら，オンラインの授業に大きく舵を取る大学や高等教
育機関が増加する可能性があることです。その上ス
テークホルダーである執行部が「体育実技はレジャー
時間，あるいは学生のコミュニケーションの場」との
認識が変わってないとすると，体育実技の廃止や大幅
な削減が行われるかもしれません。健康管理は各自ス
ポーツクラブで，コミュニケーションは英会話などの
ウェブ教育ツール（ZOOM，MEET，TEAMS など）
で十分ということになりかねません。社会人基礎力は
高等学校までに養われていると判断されればなおさら
です。

対面授業であっても全学的な教育改革のあり方次第
では，スタークホルダーの学生さんがレジャー化され
た体育実技を（その場は楽しいが）有益な授業である
かどうかと真剣に考えた時，「必要ない」と判断する
可能性があります。レジャー化した体育実技の教育的
効果では不要論に太刀打ちできない状況と思われま
す。

そのようなことを総合的に考えると大学，高等教
育，学生さんを取り巻く社会環境が様々な要因で変化
している現状で大学体育実技も立ち止まっている時間
はあまりないように思います。まずは本稿で書かせて
いただいた改革案やそれ以外のモデルを参考として改
革を進めていただければうれしい限りです。

６．体育実技改革の方向性
対面授業を続けるにしても，オンライン授業に対応

するにしても，高等教育にふさわしい組織化された授
業を体育実技でも行う必要があると思います。例えば
健康科学であることを前提とするならば，学生さんの

大学生活の健康基盤（生活リズムの確保，退学の予
防，精神的健康など）に重点を置くことも一案と思
います11），12）。また身体教養の高度化を前提とするな
らばコミュニケーション，ライフスキル，社会人基礎
力，コーチングなどの他領域と組みすることも一案と
思われます13），14），15）。高等教育における体育実技は厳
しい状況が続くかもしれませんが，縮小した現状の方
が改革は行いやすい可能性があります。また様々な変
化の必要性が実感できる今が改革のチャンスかもしれ
ません。

７．終わりに
私が所属する東北大学では今年度に入って初めて全

学教育に対する PDCA サイクルを導入する改革案が
示されました。大学教育改革が提唱さて７〜８年程度
経っています。「やっと」という思いもあります。ま
だ改革が行われていない大学や高等教育機関でもそう
遠くない時期に運営執行部から要請が来るかもしれま
せん。いずれ改革は行わなければならない可能性は高
く，充実した改革を進めるためにも早めにご準備いた
だくことをお勧めいたします。
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アクティブ・ラーナーを育成するための「自己調整学習」の活用

島根大学　須　﨑　康　臣

ここでは，アクティブ・ラーナーを自己調整学習の
視点から捉え，一般体育で活用できる方法について紹
介します。なお，自己調整学習については，様々な理
論背景からモデルが構築されていますが，これまでの
研究で多く用いられている社会的認知理論に基づく
Zimmerman のモデルを取り上げることにします。自
己調整学習の理論背景には，ここで取り上げる社会的
認知理論の他に，現象学，オペラント理論，情報処理
モデルなどがあり，これらの理論背景に基づく自己調
整学習について興味がある場合は，ジマーマン・シャ
ンク （2006）を参照してください。

自己調整学習とは，「学習者が，メタ認知，動機づ
け，行動において，自分自身の学習過程に能動的に関
与していること」（Zimmermnan, 1986）です。ジマー
マン（2007）は，自己調整学習における学習過程を示
す学習サイクルの段階モデルを想定しています（図
１）。この学習サイクルの段階モデルでは，学習過程
を予見段階，遂行コントロール段階，自己省察段階の
３つに分類しています。予見段階は，活動の下準備を
行う段階，遂行コントロール段階は，活動中に生じ，
活動に直接影響を与える段階であり，自己省察段階
は，遂行後に生じ，自らの努力に対して反応する段階
になります。そして，この自己省察段階が，次の学習
時の予見段階に影響するため，学習を通して各段階が
循環する過程が生じることになります。また，各段階
には，自己調整学習方略と動機づけからなる下位カテ
ゴリーが想定されています（ジマーマン，2007）。

自己調整学習方略とは，認知，学習行動，学習環境
を自己調整する方略のことです（塚野，2012）。予見
段階には，学習目標を設定する目標設定と，その設定
した目標を達成するために必要な方法を選択する方略
の計画があります。遂行コントロール段階では，目標
達成に向けて，自分の行動に対して注意を向けるモニ
タリングと，課題に対して集中して取り組もうとする
注意の集中，自分への語りかけを通して指導を行う自
己指導，課題の認知的リハーサルを行うイメージ，他
者に援助を求める援助要請が行われます。自己省察段
階では，自己の遂行結果を何らかの基準や目標と比べ

る自己評価が行われ，次回の学習を効果的に取り組む
ために自己調整学習方略の修正を行うといった適応が
用いられます。このように，各段階において自己調整
学習方略が用いられ，それらが関係することによって
学習が行われます。また，各段階の自己調整学習方略
の使用には，自己効力感，学習の興味，原因帰属など
の動機づけが影響を及ぼしています。つまり，自己調
整学習とは，学習者が目標達成に向けて，各段階にお
ける自己調整学習方略と動機づけを調整しながら，各
段階を循環する学習ということになります。そのた
め，学習者に対して，目標達成に必要な自己調整学習
方略の獲得・使用と動機づけを促し，各段階が循環す
る学習過程を形成させるための指導が必要になりま
す。

自己調整学習は，生まれ持った能力ではなく，習得
可能なスキルです（ジマーマン，2007）。そのため，
学生の自己調整学習を促すための指導は可能となりま
す。この自己整学習における指導方法の一つとして，
自己調整学習の発達段階モデルがあります（シャン
ク・アッシャー，2019; Schunk & Zimmerman, 1997）。
表１に示すモデルによれば，自己調整の発達には，観
察，模倣，自己コントロール，自己調整状態の４つの
水準があります。そして，これらの水準は，社会的（外
的）資源から自己（内的）資源へとその影響を推移し
ていくことになります。そのため，観察と模倣におけ
る水準では，社会的（外的）資源が該当し，これは，
指導者や友人などの他者から影響を受けています。自
己コントロールと自己調整状態では，自己（内的）資
源となり，影響の資源が学習者になります。

観察は，モデルの観察，基本的な認知的理解になり
ます。ここでは，自己調整学習方略についての説明や，
それを用いているモデルの観察を通して，理解するこ
とになります。模倣は，直接指導，フィードバックや
励ましによるスキルの洗練を行うことになります。こ
こでは，指導者からのフィードバックを受けながら，
観察の水準で学習した自己調整学習方略を実践する試
みになります。自己コントロールでは，自らの力によ
る実践，スキルの内在化が求められるようになりま

誌上フォーラム：「一般体育担当教員に求められるもの」を整理する
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す。これは，同じような課題に取り組む際に，指導者
からのフィードバックを減らした状態で，学習者自身
が自己調整学習方略を用いることになります。自己調
整状態では，変容する自己動機づけに応じたスキルや
方略の調整が行われます。これは，文脈の状況や個人
の状態に応じて，自己調整学習方略を調整しながら，
課題に取り組むことになります。つまり，指導者の指
導は，学習者の自己調整学習の形成の初期段階におい
て必要になります。そして，中期段階以降は指導者の
支援は減らしていき，学習者が自己調整できる度合い
を増やしていくといったバランスが大切になります。

これらの自己調整の発達は，体育の運動技能の指導
で用いられている方法と変わることはありません。例
えば，バドミントンにおけるサーブの指導において，
サーブの方法について説明と師範を行うことで学習者
に理解を促します（観察）。次に，学習者は，サーブ
の学習に取り組みながら，指導者やクラスメイトから
の外在的フィードバックを受けながら，運動技能の向
上を目指していきます（模倣）。その後，サーブの学
習に取り組む際には，サーブの成否といった結果だけ
ではなく，運動感覚などの内在的フィードバックを参
照しながら，運動の修正を行っていきます（自己コン
トロール）。最後に，試合で相手のポジショニングを
確認して，シャトルを相手コートに落とす位置や，高
さを調整しながらサーブを行うということになります

（自己調整状態）。このように，体育の運動技能と自己
調整学習への指導は類似しているため，学習者の運動
技能と関連させながら，自己調整学習への指導を行う
ことによって，効果的に運動技能の向上や自己調整学
習の発達を促すことが可能となります。そのため，指
導者は運動技能の向上と自己調整学習の発達を意図し
た指導を行うだけではなく，学習者がそれらに取り組
める環境を整えることが求められます。

自己調整学習の指導法としては，１つの自己調整学
習方略や段階に焦点を絞るのではなく，複数の自己調
整学習方略と各段階での循環を考慮する必要がありま
す。これまで，自己調整学習における介入において，
自己調整学習の複数の段階でのトレーニングを行う群
は，自己調整学習のトレーニングを行わない群と，
行ったとしても１つの段階のみであったりする群に比
べ，効果を有していることが明らかにされています

（Zimmerman & Kitsantas, 1997）。そのため，自己調整
学習への指導では，学習サイクルの段階モデルでの各
段階の循環を意図して，自己調整の発達段階モデルに
基づき，行っていくことが重要になります。

また，自己調整学習方略の使用には，動機づけが影
響することが報告されています（シャンク・ジマーマ
ン，2009）。そのため，学習者の自己調整学習方略の
使用を促し，それを使用する機会を提供するだけでは
なく，動機づけを促すための介入が必要になることが

図1　学習サイクルの段階モデル（ジマーマン，2007を改変）

表１　自己調整の発達の水準（シャンク・アッシャー，2019; Schunk & Zimmerman, 1997を改変）

水準 資源 主要な過程
観察 社会的（外的）資源 モデルの観察，基本的な認知的理解
模倣 社会的（外的）資源 直接指導，フィードバックや励ましによるスキルの洗練
自己コントロール 自己的（内的）資源 自らの力による実践，スキルの内在化
自己調整状態 自己的（内的）資源 変容する自己動機づけに応じたスキルや方略の調整
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指摘されています（須﨑・杉山，2017）。自己調整学
習では，動機づけの１つである自己効力感が重要な位
置を占めています（Zimmerman, 1989）。自己効力感
とは「ある結果を導くために必要な行動を上手く行う
ことができるという確信」（Bandura，1977）のことで
す。自己効力感には，遂行行動の達成，代理的経験，
言語的説得，イメージ体験，心理的状態および生理的
状態といった情報源が想定されており，これらを操作
することで，自己効力感を促すための支援が可能とな
ります （Maddux, 1995）。そして，これらの情報源は，
自己調整の発達段階の各水準と関連しているため，自
己効力感と自己調整学習への指導を合わせて行うこと
が可能となります。例えば，観察や模倣の水準では，
モデルの行動を観察し，フィードバックを受けながら
学習を行います。これは，情報源の代理的経験，言語
的説得，イメージ体験と関連づけられます。自己コン
トロールと自己調整状態では，自己調整学習方略を調
整しながら学習に取り組めるといった成功体験といっ
た成果を得ることができます。これは，情報源の遂行
行動の達成と関連させることができます。このよう
に，自己調整の発達段階モデルに基づく指導を行うこ
とによって，自己効力感の情報源への操作が可能とな
ります。ここでは，動機づけとして自己効力感を取り
上げましたが，自己調整学習方略の使用には様々な動
機づけが影響を及ぼしているため（シャンク・ジマー
マン，2009），自己調整学習の指導には，動機づけへ
の介入を含めることが重要になります。

自己調整学習の指導では，学習者が目標の設定，課
題のモニタリング，評価などの認知活動を行うため，
相対的に身体活動の時間は減少してしまいます。しか
し，須﨑・杉山（2017）は，自己調整学習による介入
を行った学生と統制群である学生では，体育における
楽しさと満足感で有意な差が示されないことを報告し
ています。また，自己調整学習の発達は，スキルの習
得やパフォーマンスの発揮を促進する関係にあること
が明らかにされています（Kolovelonis et al., 2010; 
Zimmerman & Kitsantas, 1997）。このように，自己調
整学習の介入による課題への取り組みによって，学習
者の身体活動の時間が減ったとしても，体育への楽し
さや満足感と運動技能の向上は確保されることが考え
られます。そのため，体育を通して，自己調整学習の
視点からの指導を行うことは，学習者の自己調整学習
の形成に寄与するだけではなく，優れた学習効果と結
びつくため，意義がある取り組みであるといえます。

自己調整学習の留意点としては，文脈依存的な特徴

を有するものであるため（シャンク，2006），体育で
自己調整学習の介入を行ったとしても，他の教科や学
校生活においても自己調整学習が行われるとは，必ず
しもいえません（須﨑・杉山，2017）。体育で形成さ
れた自己調整学習が他の状況でも応用できることを説
明し，そのための支援を行う必要があります。
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